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第５回産業競争力会議議事録 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

（開催要領） 

1．開催日時：2013年３月 29日(金) 18:30～20:05 

2．場  所：官邸４階大会議室 

3．出席議員： 

議  長  安倍 晋三 内閣総理大臣 

議長代理  麻生 太郎 副総理 

副議長  甘利  明 経済再生担当大臣兼内閣府特命担当大臣（経済財政政策） 

同      菅  義偉  内閣官房長官 

同     茂木 敏充 経済産業大臣 

議員   山本 一太 内閣府特命担当大臣（科学技術政策） 

同   稲田 朋美 内閣府特命担当大臣（規制改革） 

同     秋山 咲恵 株式会社ｻｷｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ代表取締役社長 

同      岡  素之 住友商事株式会社 相談役 

同     榊原 定征 東レ株式会社代表取締役 取締役会長 

同     坂根 正弘 コマツ取締役会長 

同     佐藤 康博 株式会社みずほﾌｨﾅﾝｼｬﾙｸﾞﾙｰﾌﾟ取締役社長 ｸﾞﾙｰﾌﾟ CEO 

同     竹中 平蔵 慶應義塾大学総合政策学部教授 

同     新浪 剛史 株式会社ﾛｰｿﾝ代表取締役社長 CEO 

同     橋本 和仁 東京大学大学院工学系研究科教授 

同     長谷川閑史 武田薬品工業株式会社代表取締役社長 

同     三木谷浩史 楽天株式会社代表取締役会長兼社長 

臨時議員   下村 博文 文部科学大臣 

同      田村 憲久 厚生労働大臣 

同      石原 伸晃 環境大臣 

 

       鈴木 俊一 外務副大臣 

            

（議事次第） 

１．開 会 

２．国際展開戦略について 

３．クリーンかつ経済的なエネルキー需給の実現 

４．健康長寿社会の実現 

５．閉会 

 

（配布資料） 

○ 「次元の違う国際展開戦略」に向けて（秋山議員） 

○ 国際展開戦略について（佐藤議員） 

○ 国際展開戦略について 

○ クリーン・経済的なエネルギー需給実現（佐藤主査） 

○ 茂木経済産業大臣提出資料 

○ 石原環境大臣提出資料 

○ 健康長寿社会の実現（佐藤主査） 
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○ 田村厚生労働大臣提出資料 

○ 下村文部科学大臣提出資料 

○ 規制改革会議の活動報告（３月後半） 

○ クリーンで経済的なエネルギーの実現のために 

 

 

（甘利経済再生担当大臣） 

それでは、時間が参りました。ただいまより第５回「産業競争力会議」を開会いたし

ます。御多忙中の中、御参集ありがとうございます。本日、安倍総理と菅官房長官は 19

時 35分ごろから御参加される予定であります。また、竹中議員はテレビ会議で御参加い

ただいております。よろしくお願いします。それでは、議事に入ります。 

 

○国際展開戦略について 

（甘利経済再生担当大臣） 

最初の議題は「国際展開戦略」でありますが、本日は「エネルギー」と「健康長寿」

をより重点的に議論したいと思いますので、本件につきましては効率的に議事が進むよ

うに御協力をお願いいたします。 

お手元の資料３のとおり、第２回産業競争力会議の際、私から国際展開戦略のフレー

ムワークをお示しいたしました。これに対し、このたび秋山議員及び佐藤議員から民間

議員ペーパーの提出がありました。まずは秋山議員より、ペーパーのポイントの御説明

をお願いいたします。 

 

（秋山議員） 

秋山でございます。日本がグローバル市場に産業競争力強化の舞台を求めることは時

代の要請ですが、そのあるべき姿は二つあると考えています。まず、日本経済をけん引

する世界規模のグローバルメジャー企業、そして特定分野ではなくてはならない存在感

を発揮するグローバルニッチトップ企業です。日本がこれからこうした企業を新たに輩

出していくための提言として、いくつか絞って話したいと思います。 

一つ目は日本のグローバルなビジネス環境の変化によって競争力を強化すべしとい

う点です。安倍総理による TPP 交渉参加のご決断を契機に、現在各国との経済連携のス

ピードは非常に速まっています。この機運を逃さず、ぜひとも FTA 比率を今後５年で現

在の２倍に当たる 40％の達成を目指すことが大切です。特に日米欧三極間で経済連携に

向けた動きが具体化する中では、関税の問題だけではなくて、非関税措置の見直しとし

て、規制の国際協調の動きが加速することとなると考えています。それについては国内

の規制改革を自ら強力に推し進めることで、日本に少しでも有利な環境を作っていくこ

とが大切であり、そのためにも現在検討が進んでいる国際先端テストの早期導入が望ま

れます。また、日本のビジネス環境のグローバル化の現状をわかりやすく表しているの

が対内直接投資の現状です。対内直接投資残高の GDP 比率は主要各国の中でも日本は突

出して低い状況が続いています。アジアの中でも、せめて韓国に劣らないレベル、目標

として GDP比 12％程度を５年を目途に達成すべきです。対内直接投資を増やすためには、

韓国を始めとする近隣他国の成功事例に学びながら、これまでとは次元の違う政策に取

り組む必要があります。日本はもともと法人実効税率が高いと言われていますが、特別

に海外から外国企業を誘致することになった時、誘致税制において、日本は海外からの

投資目線で見れば、非常に大きく見劣りします。これでは、日本にわざわざ投資する理

由はないと言わざるをえません。総合特区を使った法人実効税率の大幅な引き下げにつ
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いて、海外の投資目線で見た時に競争力があるレベルで実現することが大切です。 

二つ目は、国が関わる国際展開戦略としては、世界の課題解決に貢献するという明確

なミッションをまず掲げて、エネルギー、インフラ、省エネ、社会インフラ、農業、医

療などの分野で官民の役割分担を明確にし、共同の取組を推進することが重要です。こ

れにより経済的な側面のみならず、外交、安全保障などの視点からも、日本の国際的な

地位向上を実現することになります。特にインフラ輸出について一点だけ強調したいこ

とがございます。国際展開において、各国首脳のトップセールスが活発に行われている

中、日本は他国に比べて出遅れがちです。昨年の日本、韓国、中国、フランスのトップ、

日本では内閣総理大臣が１年間に新興国の訪問を地域別に行ったかを見れば、日本の出

遅れ感がはっきり表れています。総理、閣僚が必要に応じて機動的に海外に出ていける

環境を整えるべく、政府と国会の間で協議することを検討すべきです。 

三つ目です。国際展開に関しては、特段の支援がなくても自ら積極的に展開できる企

業や人材がいます。これを第一グループとすれば、その後に続く第二グループの層をい

かに厚くするかが大切であり、そのためには英語教育の強化、そのための留学の促進が

重要です。TOEFLの各国別の成績を比較すると、日本人の英語力は世界でというよりも、

アジアの中で見ても残念ながら最低水準にあります。総合でも日本が 28位とほぼ最下位

に近いレベルですが、特にスピーキングとライティングのスコアはこれら各国の中で日

本が一番低いという非常に残念な現実があります。これは実践能力の問題と理解するの

で、不足している実践能力を高めるためには、一人でも多くの日本人に海外留学や海外

インターンシップを経験してもらうことが効果的だと思います。それを寄付税制などで

後押しすることができないかと考えています。また、学生の留学を増やすことについて

は、学生にただ海外に行きなさいといっても、その後の就職や、学校の卒業は大丈夫だ

ろうかといった悩みは多くあると聞いています。そういった面で企業、大学、政府が足

並みをそろえて入学試験や就職などでの一貫性のある環境整備が重要だと考えています。

「グローバル人材育成円卓会議」のようなものを設けて、国家戦略として取り組むべき

です。次元の違う国際展開戦略を実現するには日本と日本人が思い切って外に向かって

開いていくことが大切であり、その背中を押すような政策を実現していただきたいです。 

 

（甘利経済再生担当大臣） 

ありがとうございました。次に、佐藤議員より、ペーパーの御説明をお願いします。 

 

（佐藤議員） 

特にインフラ輸出とクールジャパンについて、ポイントのみ申し上げます。最初にイ

ンフラ輸出については、ガバメント・トゥ・ガバメント、政府間でのプロジェクトの推

進が非常に重要です。政府には既に随分取り組んでいただいていますが、「民」で捉えて

いる情報と「官」で捉えている情報とのすり合わせが今ひとつ十分できていないため、

スピード感のある形での対応ができていない案件がいくつか見えます。是非「官」と「民」

の情報のレベル感を合わせるところに注力していただきたいです。 

もう一つ、金融がインフラ輸出では重要です。今アジアのどの国に行っても最も有名

な日本の金融機関は JBIC です。JBIC の長期で安い金利が、日本のインフラ輸出にとっ

て、NEXIも含めて大きな武器になっています。ただし、例えば現地通貨建てでのファイ

ナンスの対応なども含めて、あと一歩付け加えていただくことで、大きな分野が開けて

いるということもあるので、これも不断に前進させていけるのではないかと考えます。 

三点目です。手元資料の３ページ目にあるパッケージ型インフラ輸出について、特に

予防医療インフラパッケージをインフラ輸出の目玉のテーマとすべきです。もう一つ、

高効率石炭火力もアジア、そして世界に打って出られるインフラ輸出の大きな目玉です。
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これら二つのテーマをパッケージ型インフラとして強化していく体制を整えていくべき

です。 

次にクールジャパンについてです。我が国のクールジャパン戦略の大きな特色はいわ

ゆるアウトバウンドとインバウンドの両方に可能性がある点だと思っています。課題は

三つあります。アピール戦略、推進体制をどう作っていくのかという点。それからクー

ルジャパンの場合、担い手は中小・零細企業の方々であることが多いので、これらの企

業をどうサポートしていくのかという点。三つ目は訪日観光です。海外の方を引き寄せ

る部分ですが、ここも広報的な活動をより積極的に推進していくことが必要です。最初

のアピール戦略、推進体制の構築に関しては、韓国ではコンテンツ関連予算の増額や、

既存省庁の壁を越えた支援組織が別途組織されており、日本の場合は、例えば海外需要

開拓支援機構、通称クールジャパン推進機構は経済産業省の所管、訪日観光は観光庁の

所管ということになっているので、こういった形での分け方でいいのかという課題があ

ります。例えば農業を考えた時に、貿易振興というコンセプトで考えると、これは６次

産業化の輸出振興のこととなり、クールジャパン推進機構、つまり経産省の傘下で推し

進めることができます。一方、もう一つの農業の６次産業化であるところの、農業を温

泉やレストランなどを合わせることで訪日観光を呼び込むことになると観光庁の話にな

ります。つまり農業に関して、二つの官庁が関係してくることになるので、今どうする

かという点を真剣に議論することで、場合によっては経産省と観光庁などを中心に横串

をさした幅広い推進体制が必要ではないかと感じています。 

それから、中小企業の支援については海外需要開拓支援機構にエクイティが投入され、

我々銀行もここにお金を出します。ただ、機構にエクイティを出せばよいというもので

はなく、個別案件での中堅・中小企業支援が必要であり、何らかの相談窓口を設けるこ

とが必要になると考えています。これは官民で取り組んだほうがいいかもしれません。

中堅・中小企業のニーズをよく把握している地銀、又は我々からも人材を派遣するとい

う方法もあると思います。 

 

（甘利経済再生担当大臣） 

ありがとうございました。それでは、時間が限られておりますので、特に御意見のあ

る民間議員の方がいらっしゃれば御意見を伺います。岡議員、どうぞ。 

 

（岡議員） 

１つはインフラ輸出です。電力、水、鉄道、情報通信、衛星、環境関連などのインフ

ラ輸出をする際に、もともとのシーズを見つけてくるのは民間です。民間が、持ってい

る技術や経験を売り込んでいきます。これを JBIC のファイナンスや NEXI の保険、ODA

等、政府の支援によって実現していきます。最近、特に政府にお願いしたいのはカント

リー・リスク、つまりはクーデターが起きたときや諸制度が突然変わったときなどへの

対応です。 

もう１点はクールジャパンについてです。クールジャパンのコア戦略は、日本の放送

コンテンツを海外にしっかりと発信していくことです。これは民間の努力でかなりでき

るところもありますが、地上放送局の放送枠を押さえるというのがキーです。日本にも

コンテンツはいっぱいありますが、放送枠を押さえるとなると経済的に簡単ではありま

せん。スポンサーがつきません。そうすると事業として成り立たないので、なかなかで

きません。２年間くらいは国が放送枠を押さえて、そこにコンテンツをどんどん流して

いくことが必要です。昨年 11月に４週連続であるコンテンツを流したら、タイでは北海

道ブームが起きています。それくらい放送コンテンツの影響は強いです。コンテンツは

アニメなどいっぱいあるため、問題は土管を押さえることです。 
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（甘利経済再生担当大臣） 

それでは、時間の関係もありますので、このテーマは榊原議員、新浪議員までとさせ

ていただきます。どうぞ。 

 

（榊原議員） 

特に海外のインフラ需要については１兆ドルとも言われています。これを積極的に取

り込んで海外の成長市場を取り込んでいくためには、官民一体で取り組む課題がたくさ

んあります。 

JBIC による出資融資の拡大、JICA による海外投融資と円借款の拡充、NEXI の拡充、

そういった様々な形で民間資本を強化すべきです。 

海外の直接投資について、他の先進国に比べて日本の海外直接投資は非常に低いです。

これを高めるために、企業の進出国での収益還元の禁止や配当源泉課税の問題を取り除

くための投資協定、租税条約の整備をする必要があります。 

政府による中堅企業の海外転換支援、これも強化すべきです。今でも政府系の金融機

関から金融支援を受けられる中堅企業がありますが、その資格要件が資本金で３～10億

と規定されています。例えば資本金が 10～50億程度といった力のある中堅企業の海外展

開にも支援を積極的に行うといった制度も必要です。 

首相、閣僚によるトップセールスに加え、ODA による円借款支援などを活用し、政府

と民間が一体となった協力体制をつくり上げ、インフラ率拡大あるいは資源確保を推進

すべきです。 

 

（甘利経済再生担当大臣） 

それでは、新浪議員、どうぞ。 

 

（新浪議員） 

ありがとうございます。グローバルメジャーとグローバルニッチトップは大変重要な

コンセプトです。中小企業を始めとして、発想の転換が必要な部分があります。良いモ

ノを安くではなく、良いモノを高く売るという発想に変える必要があります。意外にも

中国の方が高く売っていることもあり、発想を変えないといけません。 

次に、グローバル人材についてです。今朝、ある外国人からバナナはダメだと言われ

ました。外見は日本人だが、中身はアメリカ人ではダメだということです。英語の教育

は絶対的に必要ですが、日本人としてのアイデンティティを忘れてはいけません。グロ

ーバル人材の位置付けをどう定義するかをしっかりやらないといけません。英語は絶対

で、一方で日本人のアイデンティティを忘れてはいけません。両方をしっかり取り組む

ことが肝要です。 

 

（甘利経済再生担当大臣） 

ありがとうございました。ここまでの関係で副総理から回答が一部あるそうです。 

 

（麻生副総理） 

秋山議員ご提案の特区について、これは OECD から見たら有害税制となり、実現でき

ません。外国から見ると、自国の収入を日本に取られるということで、有害な税になり

ます。特区を作るならば、日本の企業も税率をゼロにしなければなりません。 

佐藤議員の話にあった JBIC に関連して、外為特会を活用した円高のための緊急ファ

シリティは３月 31日で期限を迎えますが、これは海外展開支援融資ファシリティに発展
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的に改編し、ファシリティの規模の上限も期限も特に設けずに行います。 

 

○クリーンかつ経済的なエネルキー需給の実現 

（甘利経済再生担当大臣） 

次に、「クリーンかつ経済的なエネルギー需給実現」について議論を行います。この

テーマについて、去る３月 25日に開催したテーマ別会合で民間議員から指摘のあった主

な論点について簡単に紹介します。 

 高効率の石炭火力発電の導入促進のための環境アセスの基準明確化とインフラ輸

出としての海外展開をすべき 

 再生可能エネルギーの導入のための環境アセスの短縮化やインフラの整備が必要 

 熱の高度利用のためのコジェネ発電等の導入促進が必要 

 ビル、住宅の省エネ化を促す制度整備が必要 

 海洋資源、省エネ部材、蓄電池等の開発促進が必要 

本日の会議においては、主に関係大臣からの御意見を伺い、議論を深めていきたいと

思っております。では、本分野の主査である佐藤議員から重点的に議論を行うべき点に

ついてポイントの御説明をお願いいたします。 

 

（佐藤議員） 

ありがとうございます。基本認識としては、安価なエネルギー価格の実現と、必要な

エネルギー量の安定的な確保が産業競争力の根幹をなすものです。加えて環境面にも配

慮しつつ安全を前提とした 3E+Sの実現が重要です。二番目にエネルギー政策は産業政策

と表裏一体の関係にあるということです。三番目に、供給面の取組に加えて需要面、特

に民生部門の省エネが重要です。四番目は、災害時におけるリスク対応能力の向上です。 

供給面について、一点目は、火力発電の高効率化の推進、環境アセスにおける CO2基

準の明確化、そして基準となるベスト・アベイラブル・テクノロジー（BAT）の明確化が

重要です。二点目は、二国間オフセット・クレジット制度の導入です。より進化させて、

国際的な枠組みに向けて働きかけることが重要です。再生可能エネルギーの推進につい

て求められるのは、環境アセスの短縮化、農地転用簡素化、漁業権との関係のルール整

備です。 

需要面については、時間を要するかもしれませんが、コジェネのインフラ整備と導入

促進や、バイオマスを使ったコジェネの促進が必要です。より大事なのは、住宅・ビル

などの民生部門の省エネ対策です。具体的には５段階省エネ評価の明示や、現行省エネ

基準の厳格化、その早期適合の義務化といった対策を、時間をかけずに前向きに進めて

ほしいです。その他に、運輸部門、産業部門の省エネ化や、ディマンド・レスポンスの

導入、そのためのスマートメーターの導入の促進が重要です。 

流通面については、電力システム改革、配送電網の整備、天然ガスパイプラインの整

備などが重要です。 

 

（甘利経済再生担当大臣） 

ありがとうございました。次に、茂木経済産業大臣、石原環境大臣より、ただいまの

民間議員からの御提案について、具体的にどのような対応が可能か御説明をお願いいた

します。まず、茂木経産大臣から。 

 

（茂木経済産業大臣） 

エネルギーの議題に入る前に、先ほどの国際展開戦略、新興国市場開拓に関して、手

短に触れます。大きく５つの分野を重点的に取り組んでいきたいと考えています。１つ
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目がインフラシステム輸出の推進です。２つ目がエネルギーです。３つ目が中堅・中小

企業への海外展開支援策を充実させることです。そして４つ目がクールジャパンの推進

として、海外の放送枠の獲得や、番組の吹き替え支援などに取り組むことです。５つ目

が医療技術サービスの輸出です。本日いただいたご意見も参考にしながら、国際展開戦

略、新興国市場開拓策を加速していきたいと考えております。 

次に本題のエネルギーについてです。エネルギー制約の克服のため、電力システム改

革など 10のアクションプランに取り組んでいることについては、前回ご報告申し上げた

とおりです。今日は、エネルギー制約克服の取組の中で成長戦略につながる重要な技術、

産業分野について説明します。これらの技術や産業分野を育てることによって、成長す

る海外市場も獲得し、我が国の成長にもつなげていきたいと考えております。 

戦略分野の一つ目は火力発電の経済的・安定的な活用です。原子力発電の大部分が停

止している中で、現在老朽火力などを焚き増ししており、火力発電の比率は約９割まで

上昇しています。環境アセスメントの迅速化などにより、老朽火力を高効率火力に置き

換えて、省エネルギーと CO2 削減の同時達成を目指していきたいと思います。なお、石

炭火力発電の環境アセスメントにおける CO2 の取扱いについては、現在東電が実施して

いる入札に応募する事業者の便宜も考えて、募集期間が終了する５月 24日より前のしか

るべき時期までに、環境省とも相談して結論を出していきたいと思っております。 

今後も世界で火力発電の需要が増加するという見通しの中で、我が国の高い技術をも

って世界市場にも打って出て、世界各国の温暖化対策にも貢献をしていきたいと思って

おります。例えば日本で運転中の最新式の石炭火力発電の効率をアメリカ、中国、イン

ドの石炭火力発電に適用すると、我が国全体の年間 CO2排出量に相当する年間約 13億ト

ンの CO2の削減効果が得られるとされています。 

２つ目は蓄電池についてです。蓄電池は電力の需給両面で、安定化や分散電源の促進

にとって核となる重要技術です。現在、携帯電話などが中心で市場規模は１兆円程度で

すが、今後は電力用、そして電気自動車・プラグインハイブリッド等の自動車用、産業

用・住宅用を中心に、世界市場も 2020 年には 20 兆円に成長する見込みであり、日本は

世界でもトップの技術力を持っています。日本が５割のシェアを獲得するという具体的

な目標を持って、電力系統用の大型蓄電池のコストを今の４万円から２万３千円にしま

す。そして更なる技術開発や初期需要の創出に取り組んでいきます。 

３つ目はエネルギーマネジメントビジネスについてです。省エネ・節電への取組とし

て、これまでの我慢の省エネではなく、エネルギーマネジメントという新しい技術・シ

ステムを活用する方法が実現しつつあります。既に実証実験を国内４地域で実施してお

り、大規模なディマンドリスポンスの実験の結果によると、ピーク電力を約２割削減で

きるという結果も出ています。こうした実証や、スマートメーターの導入促進、電力事

業への参入自由化や小売料金の全面自由化などを柱とした電力システム改革を通じて、

エネルギーマネジメントビジネスや電力利用のデータを利活用した新サービス等、新産

業の創出につなげ、更には世界に打って出る機会を作っていきたいと考えております。 

最後に次世代デバイスについてです。例えば、様々な機器の省エネを影で支えるパワ

ーエレクトロニクスは、電気の周波数､交流･直流の変換などを効率的に実現する技術で

あり、新材料の炭化ケイ素を用いた次世代のパワーエレクトロニクスにより、電車の電

力消費を４割削減することに成功した例があります。材料やシステムの研究開発と国際

標準化を進め、2030 年には 20 兆円と見込まれている成長市場の獲得を目指していきた

いと考えております。 

エネルギーは、活発な産業活動や豊かな国民生活の生命線であり、まずはエネルギー

制約の克服にしっかりと取り組む。そして、その過程で生まれた国際的な強みを有する

技術や事業を育て、国際展開し、我が国の成長につなげていきたいと考えております。 
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（甘利経済再生担当大臣） 

ありがとうございました。続いて、石原環境大臣からお願いいたします。 

 

（石原環境大臣） 

ありがとうございます。皆さんも私も「クリーンで経済的なエネルギー需給」を目指

す心は同じです。お互い知恵を絞って、エネルギー・環境分野の成長戦略を一緒に作っ

ていきたいと考えます。 

大事なのは、地球温暖化は今そこにある深刻な危機だということです。エネルギーに

ついては、コスト、安定供給、環境という３つのＥが重要です。また、国内での対策に

加え、世界の温暖化対策に貢献することも重要です。二国間オフセット・クレジット制

度は日本の優れた技術を海外で全面展開する一石二鳥の仕組みです。是非企業の皆さん

と協力して積極的に進めていきたいと思っております。 

石炭火力について、最新鋭の石炭火力であっても、LNG の二倍の二酸化炭素を排出す

るという現実があります。石炭火力を１基作ることで、積み上げてきた CO2 削減の努力

が吹き飛びかねないということを、是非ご認識いただきたいと思っております。 

我々も 3E の同時達成のために、最大限知恵を出して、汗もかいていきたいと思って

おります。 

環境アセスの期間の短縮もしっかりと図りたい。CO2 対策の明確化も、茂木大臣とも

連携して局長級に真剣に議論させています。いつまでも議論するのではなく、５月には

結論を出させていただきます。 

石炭については、国内に加えて、パッケージでインフラ輸出をし、世界のトップレベ

ルを誇る我が国の石炭火力発電の技術を世界に展開していく戦略も必要です。 

地域づくり、地域の創意工夫を応援するという視点も重要です。創意工夫を活かすこ

とで、地域ごとに自立・分散型エネルギー社会が生まれ、風力発電が良い例ですが、地

域の活性化や、低炭素・循環・自然共生を同時に実現する新たな文明社会の創造につな

がっていきます。これをしっかり後押しさせていただきたい。そういう発想と、そのた

めに必要な投資資金のファイナンスの仕組みを、成長戦略に是非盛り込んでほしいと考

えております。 

 

（甘利経済再生担当大臣） 

ありがとうございました。それでは、民間議員の皆様から御意見をいただきたいと思

います。プレートを立てて御発言いただきたいと思います。岡議員、榊原議員、竹中議

員。では、坂根議員からお願いします。 

 

（坂根議員） 

COP（気候変動枠組条約締約国会議）に５年間出て、結局最後はどういう指標で国際

比較をするのかについて、中国などの途上国は１人当たり CO2 排出量を言います。そう

すると、日本が 9t に対して中国は 5t ぐらいです。一方、GDP 当たりで見ると、2009 年

のレベルだと、日本を１とすると次はフランスの 1.1、デンマークが 1.3、ドイツが 1.7、

中国は 10倍となります。今は化石燃料を多く使っている上、皮肉なことに円安分は GDP

のドル換算を小さくするので GDP 当たりの CO2 排出は相当増えています。したがって今

推定すると、おそらくはフランスに若干負けていますが、それでもドイツには勝ってい

ると思います。したがって、日本は何パーセント下げるという目標もさることながら、

常に世界一を目指すというメッセージが重要であり、我々経済界・経団連はそれをコミ

ットしています。是非 COP19の前に国際比較を最新データで分析していただきたいです。 
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それから２国間オフセット・クレジット制度は、貿易が WTOで結局最後は全世界うま

くいかずに FTA・EPAとなったように、今の COPは最後は２国間とか複数国間の話になら

ざるを得ないし、そうならないと具体的に CO2 排出を下げる方策までいきません。今の

COP は数値の遊びをしていて、こんなことでは必ず行き詰まります。環境大臣がおっし

ゃったとおり、LNG のほうが石炭に比べて CO2 は半分以下ですが、石炭のいいところは

世界中にあることと、化石燃料で最後まで残ることです。しかも日本の技術が非常に活

かされる分野でもあることです。私も古い石炭火力を動かしていることを非常に心配し

ています。是非当面は石炭のところに注力していただきたいです。 

 

（甘利経済再生担当大臣） 

順番は岡議員、榊原議員、竹中議員、橋本議員、三木谷議員の順でお願いします。ど

うぞ。 

 

（岡議員） 

エネルギーの問題と地球温暖化の問題について、地球規模、世界規模で考えなければ

なりません。そうすると、70億、80億と人口が増えていき、エネルギー需要がどんどん

増えていく中で、地球温暖化も防ぎながら、世界のエネルギーの安定供給を確保するた

めには、どうしても原子力発電は欠かせません。その観点で、日本は技術的に一番進ん

でいるのであり、世界への貢献という観点で、原子力発電を我々も一定の割合で使って

いく必要があります。もちろん、安全の確保は大前提です。安全を確保しながら、一定

の水準での原子力発電を続け、そして世界への貢献ということを考えるべきです。 

 

（甘利経済再生担当大臣） 

榊原議員、どうぞ。 

 

（榊原議員） 

産業界の立場からするとエネルギー安定供給とコストの問題は大変重要です。仮に今

年の夏にも電力供給制限が実施されるとなると、産業界、特に工場を止めることができ

ない化学業界には死活問題です。既にぎりぎりの省エネをしているのに、さらに節電が

求められると、研究開発施設を止めるしかなくなります。研究開発は製造業にとって生

命線であり、これを止めると競争力を著しく低下させます。そうした状況では外国企業

が日本国内に立地する意欲も低下させます。電力制限を解消するためには、原発の安全

確保を大前提とした早期稼働や、高効率の石炭火力への転換を早期に実施することが必

要です。電力制限という産業競争力を低下させる事態をさけるための緊急の対応が必要

です。 

 

（甘利経済再生担当大臣） 

それでは、シンガポールから竹中議員、お願いいたします。 

 

（竹中議員） 

ありがとうございます。シンガポールでは、多くの企業が世界から集まっており、こ

れは日本と比較して法人税が安いことが要因と言われますが、日本の場合、電力・エネ

ルギーに不安があることも事実です。これは、国際展開を考える上でも非常に重要です。 

６重苦の一つである電力問題について、根本的な解決を図ることが大事です。地域独

占と総括原価方式の体系を大きく変えて、競争と選択を基本としたシステムに変えるべ

きです。細かい努力は必要ですが、根本を変えることがより重要です。 
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家庭以外の小売市場は自由化されていますが、実際の参入は自由化市場の 3.6％しか

起きていません。実質的な自由化を生じさせて、送配電部門中立化しないと、実質的な

競争は起きません。実質的な競争により、価格メカニズムを発生させることが大事です。

茂木大臣は電力システム改革にご尽力されていますが、５～７年後も、従来の独占構造

が維持されていては、非常に遅いと危惧しています。 

短期的にもできることはあります。東京電力でも検討しているようですが、段階的な

カンパニー制での分業を早期に行い、実質的な分離具合を規制機関がチェックする等、

競争に向けた環境を作ることが大事です。問題は、需給ひっ迫時に市場メカニズムが動

かず、電力会社側が必要以上の供給力確保を図り、供給過剰をもたらしてしまうことに

あります。昨夏に、関西電力等で議論されていたネガワット取引は、まだ本格的導入に

は至っていませんが、今夏までに検討の結論を得ることも必要です。 

最後に、原発については慎重な対応が必要です。民間議員の中にも多様な意見がある

ということは申し上げたいと思います。 

 

（甘利経済再生担当大臣） 

遠くから御苦労様でございました。続いて、橋本議員、お願いします。 

 

（橋本議員） 

エネルギーに関しては、科学技術イノベーションの観点から総合科学技術会議におい

ても議論しています。昨日開催された本会議において、エネルギーに関する民間議員ペ

ーパーを提出いたしましたので、簡単に紹介させていただきます。このペーパー作成に

当たっては、産業競争力会議でのこれまでの議論を十分に参考にして、また、産業界、

アカデミア、経済産業省、文部科学省をはじめとする省庁と情報交換を行い、双方の情

報を合わせた上で科学技術イノベーションの専門家である総合科学技術会議の知識を加

えて検討を進めました。 

産業競争力会議で本日出されたペーパーは、日本経済にとって生死を分けるというか、

ここ３年から５年の短期的な視点でのエネルギー確保が中心になっているものと理解し

ています。また、エネルギー政策としては、長期的な時系列での技術の向上や化石燃料

依存からの脱却といったリスクの高い開発研究にも挑戦しなければならず、その観点か

ら総合科学技術会議のペーパーは、中長期的な視点が中心になっています。このペーパ

ーは、１ページ目にエネルギー政策を取り巻く環境と方向性、２ページ目には、イノベ

ーションの貢献をどういう観点から考えるべきか、ということを記述しています。２ペ

ージ目の最後から３番目に、エネルギー分野における重要プロジェクトとして、生産と

流通と消費の３つに分け、生産は５つ、流通は２つ、消費も２つ挙げています。これら

は中長期的なものが中心になっていますが、例えば生産では風力発電システムや、燃焼

技術の効率の向上として LNG や石炭などの更なる高効率化を目指したシステム、タービ

ンなどの開発など、今までの議論を更に進めるというものもあります。 

このような具体例は、産業競争力を高める観点から、新たな技術を開発し、世界のト

ップを切り開いていくという側面と、もう一つ、現在の持っている日本の競争力を維持

するという側面があります。いずれにしても産業競争力を高める観点から選んだもので、

今後も産業競争力会議と総合科学技術会議で連携して進めていきたいと思います。 

 

（甘利経済再生担当大臣） 

それでは、民間議員の最後に三木谷議員、どうぞ。 
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（三木谷議員） 

竹中議員のおっしゃった発送電の分離を早期に実現するというポイントに関して、大

賛成です。今の電力料金が高いというのは、日本にもともと資源がないというのもある

と思いますが、それ以上に調達と経営の問題ではないかと思っています。LNG について

も、原油価格連動型ということで、世界の中で日本は非常に高い LNG 調達になっていま

す。本来であればもっと安くなるはずができないということが一つです。本来であれば

シェールガスが出てきて、結果的に LNG も安くなるはずですが、そうはなっていないと

いうことが非常に大きいと思っています。電力会社の中の経営状況というのも非常に非

効率ではないかと思っています。その意味でも、競争状況を早く作るということを早期

に実現すべきです。 

また、アメリカに行ってくると一時期日本ではダメだと言われていた燃料電池がかな

り力を持っており、NASA の技術をベースに中型の商用の燃料電池が実用化してきて、

Google、e-Bay、ウォルマート、コカ・コーラといった工場がどんどん使い出してきてい

ます。テクノロジー的にはかなり遅れてしまっていますが、経済的にも有利になってき

ているということなので、経産省の中でもこの燃料電池の研究というのを進めていただ

きたいです。 

最後に原発問題ですが、竹中議員と同様、ぜひ慎重に対応していただきたいと思って

います。 

 

○ 健康長寿社会の実現 

（甘利経済再生担当大臣） 

引き続いて、「健康長寿社会の実現」について議論を行います。このテーマについて、

去る３月 22 日に開催したテーマ別会合で民間議員から指摘のあった主な論点について

簡単に紹介します。 

 医療分野における研究開発の司令塔である「日本版 NIH」の設置をすべき 

 再生医療の制度整備や医療機器の承認の迅速化等に向けた法的対応が必要 

 ICTを活用した医薬品販売や、医療関連情報の電子化・共有・活用の推進が必要 

 予防や健康増進の取組に対するインセンティブ付与の検討が必要。 

本日の会議においては、主に関係大臣からの御意見を伺い、議論を深めていきたいと

思っています。では、本分野の主査であります佐藤議員から、重点的に議論を行うべき

点についてポイントの御説明をお願いいたします。 

 

（佐藤議員） 

ありがとうございます。健康長寿社会の定義は、①「国民が健やかに生活し、老いる

ことができ、医療関連産業の活性化により世界最先端の医療がリーズナブルなコストで

受けられ、更に病気やけがをしても良質な医療へのアクセスを通じて、直ぐに社会復帰

ができる社会」、②「国民の健康長寿が経済成長に繋がる社会」です。 

提案の中身としては、一つ目が、国民が健やかに生活し、老いることのできる社会と

して、健康寿命アップによる医療費削減、健康であることによる労働生産性上昇、高齢

者労働力の活用、海外展開といった様々な観点で予防医療の強化が重要です。具体的に

は、テレビ会議などの ICT を活用した健康診断や、自分で OTC 医薬品を購入するセルフ

メディケーション促進、中長期的には、インセンティブ付与として、保険組合の負担割

合、社会保障負担の削減に向けた自己責任の範囲の在り方の考察も必要です。 

二つ目が医療関連産業の活性化、世界最先端の医療が受けられる社会の構築です。ま

ず何と言ってもライフサイエンス分野の研究開発の司令塔としての日本版 NIH を前に進

めて実施してほしいです。その際に、予算の運用の一元化、あるいは独法の予算の削減
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からの除外など具体的な提案を進めてほしいです。再生医療制度整備の法案、薬事法改

正については今国会で成立させてほしいです。PMDA体制強化として、審査員の大幅増員、

民間人材の活用、レベル向上についても待ったなしで進めていただきたいです。医療関

係情報の電子化・共有・活用の推進も時間がかかるかもしれないが、前向きに進めてい

ただきたいです。 

三つ目が良質な医療へのアクセスを通じて直ぐに社会復帰ができる社会へ向けてと

いうことで、電子処方箋の活用に向けてぜひ前向きなご検討をいただきたいです。 

四番目は、国民の健康長寿が成長につながる社会です。これについては、高齢者の健

康関連消費に対して「ヘルスケアポイント」を付与し、将来の介護サービスの受給権と

結びつけるとしていますが、難しいという話もいただいています。受給権との結び付け

にはこだわりませんが、様々な形で財政負担を意識しない形を作れるのではないでしょ

うか。日本型予防システムの確立と世界への輸出については、医療機関等が海外で具体

的案件を組成することを支援する組織や体制を強化すること、医療機関の海外展開に当

たって海外の現地法人に出資できることの明確化といった環境整備でインフラ輸出の基

軸に据える戦略を明確にしていただきたいと思います。 

 

（甘利経済再生担当大臣） 

ありがとうございました。それでは、ただいまの民間議員からの御提案に対しまして、

田村厚労大臣、下村文科大臣の順で、具体的にどのような対応が可能か御説明をお願い

いたします。 

 

（田村厚生労働大臣） 

それでは、資料８でございます。健康寿命の延伸と関連産業の育成のため、医療関連

イノベーションの一体的推進、予防の推進等による健康長寿社会の実現の２つを柱とし

て、それぞれ３つの具体的な方向性をもって取り組んでいきます。 

医薬品・医療機器等の開発について、実用化にうまくつながらない現状を打破するた

め、基礎研究から審査・薬事承認までそれぞれの段階で支援を強化し、革新的な医薬品・

医療機器を迅速に実用化します。特に、研究活動や臨床研究の司令塔機能を強化・拡充

することが必要と考えており、ライフサイエンス研究費を拡充しつつ一元化し、予算の

執行、評価・PDCA、臨床研究・治験の推進を一元的に行う日本版 NIH の設置を検討して

いきます。 

iPS 細胞等を活用した再生医療は関係法令が整備されていない状況にあり、安全性・

倫理性を確保しながら、実用化を加速させる必要があります。このため、再生医療製品

の特性に応じて、早期承認制度を導入するとともに、細胞培養加工について民間委託を

可能とします。また、医療機器も、その審査を民間の力を借りて迅速化させるために、

薬事法改正法案と再生医療新法案を今国会に提出したいと思っております。 

アジアなどの新興国での医療・介護ニーズの高まりを踏まえ、医療技術と医療機器等、

更に制度まで含めれば競争力が高まりますが、これらをパッケージ化して、戦略的な国

際展開を図るための体制を作り、関係省庁とも連携して更なる取組を推進していきます。 

２つ目の柱である「予防の推進等による健康長寿社会の実現」は、生活習慣病とその

重症化の予防が、国民の健康増進、保険制度の持続可能性、経済成長の３つの観点から

重要な課題です。官民一体となって予防・健康増進を進めていくため、特に、民間・地

域の取組を積極的に横展開するなど、健康づくり産業や社員の健康づくりに取り組む企

業への支援などにより、健康関連産業を育成・拡大します。なお、保険者や企業の取組

を促進するためのインセンティブとして後期高齢者支援金の加算・減算の仕組みの活用

は重要であり、来年度からしっかりと実施をしてまいりたいと思っております。 
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高齢化により多様な生活支援サービスや住まいのニーズが拡大しています。今後は、

多様な主体による生活支援サービスの充実を図るとともに、国交省とも連携して、高齢

者向け住宅の供給促進を進めていきます。また、経産省とも連携して介護ロボット等の

開発支援などを推進し、地域で安心して暮らせる社会を実現していきます。 

医療・介護・健康分野において、関係機関の情報連携やデータ活用は重要です。まず

は ICT 活用を促進するための基盤整備を行うとともに、レセプトの利活用を拡大すると

ともに、呉市のような好事例を横展開し、受診勧奨や予防の促進に繋げていくため、さ

らに、遠隔医療の助成や、遠隔保健指導面接のための規制改革を行っていきます。 

その他、民間議員の皆様からご提案いただいた事項に対する厚生労働省としての考え

方については資料にまとめたとおりです。社会保険制度の根幹にかかわるようなご提案

について、対応が困難なものも含まれますが、その他の事項について、できる限り対応

したいと考えています。 

 

（甘利経済再生担当大臣） 

ありがとうございました。続いて、下村文科大臣、どうぞ。 

 

（下村文部科学大臣） 

資料９を御覧になっていただきたいと思います。日本版 NIH構想の実現に向けて、文

部科学省としてもしっかりと取り組んでいきます。今後、構想の具体化に向けて、内閣

官房の健康・医療戦略室及び関係省と連携・協力して検討していきます。 

検討に当たっては、まず、健康・医療に関する研究開発予算全体の増額が必要である

ことに留意すべきです。我が国のライフサイエンス予算は米国に比べて約 10分の１と格

段に少なく、優れた人材を集めるためにも、予算の総額を増やしていくことが不可欠で

す。 

次に、基礎研究の優れた成果を臨床研究・治験にまでつなげるための、いわゆる橋渡

し研究の強化が必要です。文部科学省においては、大学等が基礎研究の成果を自らの力

で臨床研究や治験に橋渡しすることを可能とするために、全国７カ所の橋渡し研究支援

拠点を整備し成果を挙げています。文部科学省としては、このような実績を踏まえつつ、

日本版 NIH 構想の実現により、橋渡し研究の強化に貢献していきます。更に、この分野

における基礎研究を強化していくことが重要な課題です。予算が少ない我が国が、革新

的な創薬等につながる優れたシーズを創出し続けるためには、京都大学山中教授による

iPS細胞のような、従来の概念を覆すような卓越した基礎研究の推進が必要不可欠です。

これまで我が国の強みであった基礎研究も、中国や韓国等の新興国の追い上げにより、

相対的な国際競争力が低下してきています。今後、この分野における基礎研究の取組を

重点的に強化していくことが必要です。 

文部科学省としては、健康長寿社会の実現に向け、①再生医療の実現に向けた取組、

②これまでの概念を覆すような画期的な医薬品・ 医療機器の開発・実用化、③効果的な

予防法の確立・健康寿命伸長産業の創出等が重要と考えており、このような分野におけ

る研究開発にしっかりと取り組んでいきます。 

民間議員ペーパーで「予防医療は、食事と適度な運動が柱」とされているとおり、① 

大学・企業と地方公共団体、総合型地域スポーツクラブ等の連携による、ライフステー

ジに応じた住民のスポーツ参加の促進や、②食育を含めた健康教育の推進といった「ス

ポーツ」「健康教育」を活用した取組も行っていきます。 

 

（甘利経済再生担当大臣） 

ありがとうございます。毎度のことでありますが、時間が押しておりますが、民間議
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員の皆様から簡潔にお願いいたします。新浪副主査からお願いいたします。橋本議員、

長谷川議員、岡議員の順でお願いいたします。そして、竹中議員、どうぞ。 

 

（新浪議員） 

ありがとうございます。田村大臣には予防医療の政策について、大変踏み込んでいた

だきました。もう少し踏み込んでいただけるとありがたいです。 

何よりも、予防医療は GDP の成長につながるということをご理解いただきたいです。

つまりは、75才くらいまで働ける世界を作るということであり、生産労働人口を増やす

ことになります。また、健康になると生産性が上がります。 

生産性の向上に加え、健康と ICTを組み合わせると GDPの成長につながります。健康

寿命産業は、成長産業であり雇用を生み出せます。例えば食育です。特に子供への食育

は非常に重要です。適度な運動は、ジム等で雇用を生みます。自分で健康管理し、疾病

の治療をするセルフメディケーション関連も同様です。例えば健康食。おいしくて満腹

になる日本の加工食品産業は、新産業を生む能力を持っています。サプリメントは、も

う少し効用を書ければ産業にできます。万歩計は世界で一番良いモノを日本で作ってい

ます。こうして、新しくより面白い産業ができます。 

医薬品の対面販売に関連して、ICT を活用すれば、もっと OCT 医薬品を始めとしたセ

ルフメディケーションにつながります。持病の処方箋はリフィルで良いのではないでし

ょうか。薬剤師のアドバイスのもとで配給される仕組みが、ICT を活用して可能になり

ます。 

更に重要なことは、看護師は 145 万人のうち 50 万人が家庭に入っていますが、こう

いう人たちの雇用が生まれます。管理栄養士も同様です。家庭に入った人が、雇用され

る産業が作られます。ヘルスケア産業は女性の就業率が 75％であり、女性が活躍できる

分野です。そういった分野を作ることが可能になります。 

田村大臣には、予防医療についてインセンティブをより強化することを検討して欲し

いです。もっと個人が健診を身近に受けられるようにしていただきたいです。採血につ

いて、看護師は現在医師の監督の下でのみ行えますが、簡易なキットを使って看護師が

行えるように門戸を開いて欲しいです。 

中小企業では、なかなか健診が受けられないという問題もありますが、看護師が健診

をできるようにしてはどうでしょうか。健診結果は医師が見るようにしつつ、予防医療

に向けての仕組みづくりをすることで、雇用も生まれます。個人が健診を受ける場合、

税額控除等を付与することや、健診を促すことで、生産性向上が可能になります。 

最後に、自己負担を風邪では７割、がんでは３割ほど導入してはどうかと、事務レベ

ルには提案をしました。今後とも消費税が上がる予想の中で将来を描けない若者が多い。

この部分の構造を見直すべきです。医療や介護でベネフィットを得られる人には、もう

少し負担をしてもらい、消費税をなるべく抑えるべきです。若い人のやる気は、持続的

経済成長に大変重要です。すぐには難しくても検討は開始してほしいです。困難である

ものに、是非チャレンジしてほしいです。 

 

（甘利経済再生担当大臣） 

それぞれ橋本、長谷川、岡、竹中、三木谷議員の順でお願いします。 

 

（橋本議員） 

日本版 NIHは非常に重要です。研究の現場にいると、我が国では臨床への橋渡し研究

がスムースにいっていないために、せっかくの優れたシーズが伝わらないという話もよ

く聞きます。資源投入も含めて司令塔機能強化が求められると思います。 
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一方で、この分野は多くの有望なシーズの中で、本当に最後の実用化までたどり着く

ものは少なく、極めて確率が低いという事情もあります。数多い優れたシーズを供給す

るシステムが大変重要です。この辺りに対する資源投入を更に厚くすることも重要です。

もう一つ、シーズとしては、例えばライフサイエンス単独の研究ではなく、周辺の他の

研究分野との融合が極めて重要となっています。例えば「細胞シート」は高分子科学と

の融合から出てきているものです。ドラッグデリバリーで最近よい成果が出ていますが、

これはナノマテリアルの専門家と共同で行ったものです。また、医療介護ロボットは、

機械工学とナノテク、そしてコンピュータサイエンスが融合してできたものです。 

このように分野横断的な基礎研究は大変重要なので、ここは総合科学技術会議の方で

司令塔機能を十分に果たしていき、日本版 NIH との密接な連携を図りながら進めていけ

ればよいと思っています。 

 

（甘利経済再生担当大臣） 

続いて長谷川議員、どうぞ。 

 

（長谷川議員） 

日本版 NIHについて、両大臣から前向きな発言をいただきありがとうございます。ラ

イフサイエンスは、実績から見れば、日本の内需だけではなく、世界のニーズに日本が

応えていける産業です。官房長官のリーダーシップの下、健康医療戦略室が日本版 NIH

の設置に向けバックアップしていただけるものと理解します。設置の際、予算の一元化

については今のお話でお約束いただいたと理解します。また、独法研究所、国立高度専

門医療研究センターに加え、大学病院の参画もぜひ検討してほしいです。ライフサイエ

ンスは基礎、応用・臨床の双方の研究が重要であり、基幹産業として全体の予算を増や

し、基礎から応用への橋渡しをきっちりしていく必要があります。日本版 NIH は、臨床

研究機能を確実に保有し、日本では不足しているプリコンペティティブリサーチを産学

官共同で実際に行うこと、ナショナルプロトコルを作成し、個別の病院ごとのプロトコ

ル審査を不必要にすることなどを進めていただきたいです。 

 

（甘利経済再生担当大臣） 

では、岡議員、お願いします。 

 

（岡議員） 

田村大臣の大変踏み込んだご説明に感謝します。規制改革会議のテーマが山積みとい

う感じを受けました。しっかりと対応するのでよろしくお願いします。 

 

（甘利経済再生担当大臣） 

お待たせしました。竹中議員、どうぞ。 

 

（竹中議員） 

ありがとうございます。健康長寿は重要なテーマであり、世界も注目しています。医

療介護には官製市場という言葉が使われてきました。新規参入を認めて、自由な競争を

しないと成長しません。根本から変えることが重要です。 

本日、焦点が当てられていませんが、隠れた重要なテーマとして、医学部の新設があ

ります。医師の過剰を招かないため、昭和 50年代の方針を元に、大臣告示により医学部

の新設は認められていません。 

日本の医師は大体、人口 1,000人当たり２人ほどです。OECDの平均では、1,000人当
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たり３人です。2035年頃には日本も 1,000人当たり３人になるといいますが、年間の死

亡者の数は今より 40％増える一方で、60才以下の働き盛りの医師の数はほとんど増えま

せん。医師を志す若い人に道を開くためにも、これまで凍結されてきた医学部の新設に

ついて、文科大臣と厚労大臣のリーダーシップで前向きに進めていただきたいです。 

 

（甘利経済再生担当大臣） 

それでは、最後に三木谷議員、お願いします。 
 

（三木谷議員） 

日本には素晴らしい医療技術や開発があると思いますが、ほとんどマーケットに知ら

れていません。開発も良いですが、ぜひ技術力の高さというものをどうやって知らしめ

るかというマーケティング戦略を考えていただきたいです。国際的な医療関係の学会や

イベントというのは、ほとんどアメリカがヨーロッパでやっていて、日本ではほとんど

ありません。日本の医療技術、薬の開発に世界の目を向けるような仕組みを考えていた

だきたいです。 

２つ目はインターネットを通じた OTC、処方箋薬の販売について、実際上は対面であ

ろうが対面でなかろうがあまり関係ないと思うし、インターネットのほうが詳しく説明

できると思うで、ぜひ検討していただきたいです。最高裁で基本的にはこの省令につい

ては違憲であるということになったのですが、まだ厚生労働省は取り下げていません。

ぜひ取り下げてほしいと思います。 

 

（甘利経済再生担当大臣） 

それでは、関係閣僚から、官房長官、ありますか。いいですか。 

 

（菅官房長官） 

私の下で、健康医療戦略室を設置しましたが、横断的なものを一つに集約することを

是非やりたいです。いろいろな議論がありましたが、やるべきことの方向性は出ている

ため、如何に実行に移すかに焦点を当ていきたいです。 

 

（甘利経済再生担当大臣） 

副総理、どうぞ。 
 

（麻生副総理） 

NIH について、Ｉは“Institute”ではなく、“Institutes”です。一つの機関ではあ

りません。それぞれ予算計上している 27の機関が集まったシステムです。 

 

（山本大臣） 

NIH はぜひ進めていただきたいです。具体的な制度設計はこれからもっと詰まってく

ると思いますが、総理と甘利大臣にもバックアップしていただいて、総合科学技術会議

の抜本的機能強化とうまく連携が取れるように、よくやっていきたいと思います。 

 

（甘利経済再生担当大臣） 

それでは、本件の議論につきましてはここまでといたしたいと思います。安倍総理か

ら御発言いただきますが、その前にプレスが入ります。それでは、総理からお願いいた

します。 
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（安倍内閣総理大臣） 

本日の議題である「健康長寿社会」、「クリーンで経済的なエネルギー需給」は、我が

国の社会の在り方や戦略市場分野を考える上で重要な課題であります。本日の議論を踏

まえ、具体的な政策を展開していきたいと思います。 

再生医療の迅速な実現を図り、医療機器の開発スピードを引き上げるための規制改革

に取り組んでまいります。このため、再生医療や医療機器の特性を踏まえた審査の仕組

みに改める薬事法改正法案、そして、細胞培養の外注を可能とする再生医療安全性確保

法案をこの国会に提出致します。 

新興国等の医療・介護に貢献しながら、日本が育んだ医療技術・サービスを事業とし

て国際展開していくことは、この分野が成長産業となるための鍵であります。医療機関、

関連企業等による具体的な国際事業を支援する組織母体を創設します。経済協力をはじ

め、あらゆる手段を動員して、日本の医療の国際展開を支援してまいります。 

病に苦しむ患者のために、一早く革新的な治療手段を実用化する環境を確立したいと

思います。現在、研究と臨床が繋がっていないこと、臨床データの集約が十分できてい

ないことがネックになっています。そのため、研究と臨床の橋渡し、研究費の一元的配

分、様々な研究活動・臨床研究の司令塔機能が必要であります。これによって、研究と

臨床がつながるとともに、大規模な臨床データの確保も可能となります。そのための具

体方策を早急に政府としてとりまとめてまいります。 

国民の利便性を高めるため、対面を前提とする医薬品販売などのネット上でのサービ

スに係る規制の在り方など、新しい IT社会の実現にあたっての規制改革、ルールづくり

に取り組んでまいります。 

エネルギー制約克服に向けて、火力発電所の経済的・安定的活用が重要であります。

環境に配慮した高効率の石炭火力を活用するため、環境アセスメントの手続の明確化を

急ぎたいと思います。 

 

（甘利経済再生担当大臣） 

以上をもちまして本日の会議を終了させていただきます。ありがとうございました。 
 

 （以 上） 


